










































































































































































































真野地区まちづ 40年代に遡る。住工混在地域であり、公害対策を通 約50戸か焼失。過去のまちづくり活動を生かし、 2、3日後にじて工場との共生を図ってきた。まちづくりは、地 は約5000食を確保したが、被災者の自立の観点から規模は
くり推進会 区計画をもとに15年間活動した実績を持つ。 徐今に縮小。建物診断等も行う。
新開地周辺地区 商底街の衰退と環境の惑化から立ち直ろうと83年に 老朽化したRC構造物に多数の被害。井戸水の手配、瓦斯
まちづくり 活動開始。コーポラティブ住宅の建設、アーケード メーターの停止、破損箇所に濡れタオルを巻くなどの活動をの撤去などに取り組む。さらにアートピレッジ構想 自主的に行う。コンサルと協力して被害調査後、 2/1には基
協議会 を打ち立て、地区再生に向け活動中。 本構想、をまとめる。
西出・東出・東川 戦災でも被害を受けず、明治時代からの木造住宅が 明治時代からの木造住宅が多く全渡する。市場も一部で全
















協 議 ~ 地区内には大正商応街などがあり住商混在地域であ 実施し、 6月までに入居完了。
る。
新長田駅前地区 昭和59年頃から西の副都心まちづくり協議会として 商庖街沿いの老朽化した木造庖舗に多数の被害。 3/17の都





り i三三泳 議 拡幅の話が持ち上がるが、地元で統括する協議会の 会泌斡を開催するに至る。調査票を配り現状を把握。障害者の入
活動には住民の意見が反映されず、異論があった。 泌旋、高齢者への救護等実施。
森南町・本山中 この地区は阪神間にあり、良好な住宅地の代表とさ 老朽化していない木造住宅にも多数の被害。 2/22の都計案





























































































































































































































































































































































































Action of Residents (住民参加)， Town Planning Code (まちづくり条例)， 






































































































地区 協議会名 発足 認定 提案 協定 地区計画 面積 世帯数(世帯・人)
(年月) (年月) (年月) (年月) (年月) (ha) 
1.真野地区 真野地区まちづくり推進会 555.11 557.5 555.7 555.10 557.11 39 2，20世帯， 5，70人
2.丸山地区 丸山を住みたくなるまちにする会 555.10 557.9 238 5，70世帯， 17，40人
3.御菅地区 御菅地区各種団体連絡協議会 553.5 557.9 561.9 H冗.8 29 2，00世帯， 5，40人
4.新開地地区 新開地周辺地区まちづくり協議会 559.10 560.8 561.4 21 2，20世帯， 4，50人
5.岡本地区 美しい街岡本協議会 S57.9 S61.10 562.8 S63.5 H苅.3 10.8 70世帯， 1，60人
6.東川崎地区 西出・東出・東川崎地区まちづくり協議会 S60.8 S62.10 24 2，20世帯， 4，80人
7.西神戸地区 西の副都心まちづくり協議会 S59.7 S63.9 S63.6 191. 3 12，50世帯， 3，80人
噺長田東) (29.9) 
8. :lt須磨地区 北須磨まちづくり推進会 563.10 S63.10 H2.6 98 2，10世帯， 7，50人
9.浜山地区 浜山地区まちづくり協議会 H7i;.2 H3.6 H3，7 68 3，50世帯， 9，00人
10.尻池北部地区 尻池北部まちづくり協議会 H 7i;.1 H5.2 H5.4 25 1，30世帯， 3，30人
11.深江地区 深江地区まちづくり協議会 H2.7 H5.6 H5.8 115 9，30世帯， 24，00人
12.冗町地区 みなと元町タウン協議会 H3.3 40 1，40世帯， 2，90人
13.新在家南地区 新在家まちづくり委員会 H3.7 日5.6 H5.7 27 1，00世帯， 2，00人
14.玉津地区 玉津地域まちづくり促進協議会 H3.10 850 7，90世帯， 29，00人
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On 17 January， the most disastrous earhquake on record struck Hanshin and Awaji area in Japan. 
This report aims to describe for actions for the cooperative reconstructions bf houses between local 
residents and executive oficers. The author observed by interviews of the citizens of Kobe for 4 months. 
This reports that: the actions of experim巴ntedcitizens taking pa此instudies of town planning， was to 
make courses of restoration and reconstruction in blocks， and to do it. They knew the importance of the 
cooperative town planning. On the other hand， that of inexperimented was to start the studies in order to 
show their plan against the officers¥It was estranged between them. The earthquake teach us that: the 
trust between them is important， and there is no town planning jointed no local resident. 
